

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5 福原匡彦著 改訂社会教育法解説 帥全日
本社会教育連合会 1992｡(P25-)
6 槻全日本社会教育連合会 社会教育に関す
る答申集Ⅱ ㈲全日本社会教育連合会
1979｡ (P199)
7 軸)全日本社会教育連合会 社会教育に関す
る答申集Ⅳ 鵬)全日本社会教育連合会
1988｡ (P75)
8 帥全E]本社会教育連合会 社会教育に関す
る答申集Ⅳ 僻)全日本社会教育連合会
1988｡ (P147-148)
9 肘全日本社会教育連合会 社会教育に関す
る答申集Ⅴ 肘)全日本社会教育連合会
1994｡ (Pl12-113)
●ボランティア活動の支援 ･推進に向けて
の課題
① ボランティア活動をめぐる社会的文化
的風土づくり
② ボランティア層の拡大と活動の場の開
発
③ 情報の提供と相談体制の整備充実､連
携 ･協力の推進
(参 事故等への対応と過剰な負担の軽減の
ための支援
⑤ 企業における課題
10 (帥全日本社会教育連合会 社会教育に関す
る答申集Ⅴ ㈲全日本社会教育連合会
1994｡ (P178-179)
｢我が国においては､一般にボランティア
活動の意義に対する認識が不十分との指摘
があり､子どもが発達段階に応じてこのよ
うな活動の経験を持てるよう配慮すること
は､主体的な社会参加の意欲を養う上でも､
高齢化の急速な進展等の社会変化の中で今
後求められる社会的態度を身につける上で
も､ますます重要になってくる｡
このため､地域活動や団体活動のプログラ
ムの中に､子ども達が親しみやすい形で､
環境美化､福祉施設への訪問等の奉仕活動
を積極的に取り入れたり､それぞれの地域
において ｢ボランティア活動の日｣を設定
するなど､ボランティア活動に対する参加
の機会の促進や意識の啓発を図っていくこ
とが必要である｡｣
11 社団法人全日本社会教育連合会 社会教育
委員活動事例集Ⅶ
財団法人全日本社会教育連合会 1991｡
(P98-99)
｢社会同和教育の推進
憲法は人々の基本的人権の尊重をうたい､
世界人権宣言の精神は世界各国の施策の基
本に据えられています｡
しかし､今日なお差別事象が後を絶たない
実態のなかで､その解決は国民的課題であ
り､焦眉の急といえます｡
差別解消に果たす教育の役割は極めて大き
いといえます｡
社会教育の全ての領域において､行政､
-126-
教育施設､団体､企業とが相互の連携を密
に､人権擁護のための総合的啓発に努める
必要があります｡
市民に対する啓発には､講演主体の従来
の形態に加えてメディアを活用し､感性に
訴えるなど､方法に改善を加えることも必
要であります｡
-127-
今後､｢ともに生きる社会｣の実現をめ
ざし､あらゆる場所､機会を通じての啓発
活動を推進させるとともに､啓発コーナー
の設置､読みやすくわかりやすい身近な啓
発冊子の提供等の活動を日常的に展開され
ることが求められます｡そのための援助や
条件整備が必要であります｡｣
